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事例から見る働き方改革
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働き方改革に取り組んでいますか？

74.6%

20.6%
4.7%

取り組んでいる

取り組み内容を
検討している

取り組んで
いない

（出所）経団連「2017年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果」
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製造業A社の事例

A社経営及び人事部門から各部門へ通達

①一人当たりの残業を●時間以内に抑えてください

②毎週■曜日をノー残業デーにします

①一人当たりの残業時間目標を達成（除く営業部門）

②製品の納期に対するクレームが増加（顧客満足度
の低下/営業部門の残業時間増加）
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うまくいかなかった背景

労働生産性 ＝
付加価値（量×質）

労働時間（時間×人数）

時間削減を最優先しよう

早く帰らないといけないから
今まで通りのことはできない

営業部門以外の職場で時間削減が何よりも優先され、
製品の付加価値が下落した
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コンサルティング業B社の事例

B社経営及び人事部門からコンサルティング部門へ通達

①一人当たりの残業を一律●％削減してください

②一人当たりの売上高を■％増加させてください

③新商品・サービスを開発してください

①残業時間が増加

②部門の売上高が減少

③新商品・サービスは未完成
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うまくいかなかった背景

労働生産性 ＝
付加価値（量×質）

労働時間（時間×人数）

付加価値を高めるために
時間をかけるしかない

今までと何も変わらないのに
売上と開発の両方は厳しい

会社からのサポートがないまま、コンサルタントが日々の業務
に追いつめられ、労働時間が長くなったことで、新しいテーマの
研究や商品化に対する余力も奪われ、退職者が続出した
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飲食業C社の事例

人手不足
（特に深夜早朝

時間帯）

店長が
深夜早朝勤務

店長が日中の
繁忙時間帯に

不在

サービス品質
低下

顧客満足度
低下

従業員疲弊
顧客からの
クレーム増加

退職者増加 悪循環
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飲食業C社の事例

営業時間短縮
を経営が決断

従業員の疲弊
を改善したい

店長が
日中の繁忙
時間帯勤務

サービス品質
向上

顧客満足度
向上

職場活性化

客単価
上昇

好循環

日中の繁忙
時間帯に
人員増
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うまくいった背景

労働生産性 ＝
付加価値（量×質）

労働時間（時間×人数）

営業時間短縮により効果的
なシフトを組める

顧客の多い時間帯に手厚い
サービスを提供できる

売上減をも覚悟して経営が営業時間短縮を決定したことによ
り、戦略的な人員配置が可能となり、サービス品質が向上した
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旅行業D社の事例

紙による
顧客管理

情報共有
不行き届き

ミス増加

顧客からの
クレーム増加

売上・利益
減少

顧客減少

悪循環

非効率的な
情報共有

投資への躊躇
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旅行業D社の事例

顧客管理
IT化への投資

従業員の負担
を軽くしたい

効率的な
情報共有

サービス品質
向上

顧客満足度
向上

売上・利益
増加

顧客増加

好循環

細かな顧客
ニーズ把握
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うまくいった背景

労働生産性 ＝
付加価値（量×質）

労働時間（時間×人数）

情報共有にかかっていた時
間が削減できる

タイムリーな情報をもとにきめ細か
なサービスを提供できる

IT導入に対して当初反対意見があったものの、有用な情報を
提供することで顧客や従業員にとって価値が高いと認識され、
サービス品質向上につながった
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成功事例と失敗事例の違いは何でしょうか？

 経営が従業員に思いを寄せて覚悟を決めているか

 目的（実現したい状態）を明確にしているか

 現場の実態を把握しているか

 取り組みの順序を考えているか

 取り組みが玉突きになっていないか
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そもそも、働き方改革の目的とは？

「残業を減らす」だけでいいのでしょうか？

日本の社会環境 企業に求められること

• 労働人口減少

• 人材確保難化

• 世界の中で低い生産性

・・・

• 多様な人材が働ける環境

• 現在より少ない人材でも
対応できる生産性

• 経営の覚悟

・・・
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実はよくある玉突き

自分達の仕事を他人に転嫁することが働き方改革？

管理
部門

営業
部門

顧客
満足
低下

営業
部門
残業
増加

経営
人事

残業●時間以内実現
業務のｾﾙﾌｻｰﾋﾞｽ化

（仕事の転嫁）

業務量の増加

競争力の低下

玉突きをされた部門は何かを犠牲にしているかもしれない
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現状の取り組みを把握する方法例（従業員意識調査）

目標設定 環境整備 行動 振り返り

付加価値向上の
取り組みが目標
に設定されてい
る

付加価値を向上
しやすい環境が
整備されている

付加価値向上に
取り組んでいる

振り返りにより
行動の改善が
なされている

効果

付加価値が向上
している

目標設定 環境整備 行動

時間削減の取り
組みが目標に
設定されている

時間を削減しや
すい環境が整備
されている

時間削減に取り
組んでいる

効果

時間が削減され
ている

付加価値
向上

時間削減

【目標とする状態】 単なる労働時間の削減だけでなく、生産性が向上している状態

商品やサービスなど成果の質は担保した上で、労働時間を短くすること

顧客（管理部門の場合、他職場）に提供する商品やサービスなどの質を向上させること

生産性
向上



16

従業員意識調査の集計結果イメージ

目標設定 環境整備 行動 振り返り

付加価値向上の
取り組みが目標
に設定されてい
る

付加価値を向上
しやすい環境が
整備されている

付加価値向上に
取り組んでいる

振り返りにより
行動の改善が
なされている

効果

付加価値が向上
している

目標設定 環境整備 行動

時間削減の取り
組みが目標に
設定されている

時間を削減しや
すい環境が整備
されている

時間削減に取り
組んでいる

効果

時間が削減され
ている

付加価値
向上

時間削減

生産性
向上
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皆様の会社はどうでしょうか？

経営が従業員に思いを寄せて覚悟を決めているか

目的（実現したい状態）を明確にしているか

現場の実態を把握しているか

取り組みの順序を考えているか

取り組みが玉突きになっていないか
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